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１．策定の主旨 
これまで、奈良県では『奈良県土砂災害対策基本方針（平成 22 年策定）』（以

下「基本方針」という）に基づき、ソフト対策と連携しながら、「代替性のない

避難所」（以下「避難所」という）や「24 時間利用の要配慮者利用施設」（以下

「要配慮者利用施設」という）等を保全する土砂災害対策を重点的に実施して

きた。 

 

このような中、平成 30 年 7 月豪雨からの教訓として、水害・土砂災害から「命

を守る行動、備え」の取組が、「奈良県緊急防災大綱（平成 31 年 4 月）」で取り

まとめられた。 

大綱では、土砂災害特別警戒区域（以下「レッド区域」という）の指定が進

み、区域内に多くの「避難所」や「要配慮者利用施設」の存在が明らかになり、

ソフト対策による避難に支障をきたすことが懸念されることから、レッド区域

での保全対策等が位置づけられた。 

 

これに加えて、紀伊半島大水害等、近年の土砂災害も教訓として、『住民の命

を守る行動』、『命を守る備え』を支える真に必要な対策を推進するため『奈良

県土砂災害対策施設整備計画』を策定する。 

 

なお、本計画は、基本方針に基づき実施するハード・ソフト対策に関して、

今後 5 年間（2019 年～2023 年）に取り組むべき課題や施策を記載しており、今

後の災害発生状況や社会情勢の変化等を考慮しながら、継続的なマネジメント

を行うものである。 
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２．これまでの取組状況 

（１）ソフト対策の現状 

 奈良県では、基本方針策定以降、土砂災害に関する防災体制強化のため、県

と市町村、地域住民が連携した取り組みを実施している。 

 

①  イエロー区域やレッド区域の調査・指定を推進 

奈良県では、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域（以下「イエロー区

域」という）を指定する取り組みを進め、平成 27 年度に県内全て 10,967 区域

の指定を完了した。現在は、レッド区域の調査・調査結果の公表・指定を進め

ており、約 1 万箇所の調査区域に対して、7,021 区域の指定が完了している。（令

和元年 5 月 31 日現在） 

レッド区域の調査は、平成30年度に完了しており、調査結果の周知も含めて、

令和元年度での指定完了を目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 イエロー区域とレッド区域の指定イメージ 

（左：土石流  右：がけ崩れ）奈良県砂防・災害対策課 HP より 

 

②  警戒避難体制の整備促進 

イエロー区域に指定されると、区域毎に市町村は警戒避難体制の整備等を進

める必要がある（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す

る法律 第８条）。県では、市町村への支援として、要望のあった地域で、住民

レッド区域 レッド区域 イエロー区域 
イエロー区域 

イエロー区域 
イエロー区域イエロー区域イエロー区域イエロー区域    土砂災害のおそれがある区域 レッド区域レッド区域レッド区域レッド区域    建築物に損壊が生じ、住民に著しい危害が生じるおそれがある区域 
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や地域が主体となって作成する地区避難計画の策定を支援するとともに、土砂

災害を想定した地域単位の防災訓練などを市町村と連携し実施している。 

 

（２）ハード対策の現状 

これまで基本方針に基づき、崩落やその兆候を有する箇所や避難所などの緊

急性や保全対象の重要性を考慮してハード対策を実施してきた。 

具体的には優先度を“ランクⅠ：崩落やその兆候が見られる箇所”、“ランク

Ⅱ：「代替性のない避難所」や「自力避難が困難な方が 24 時間入居している要

配慮者利用施設」を守る対策”、“ランクⅢ：Ⅰ、Ⅱ以外の箇所”に分類し、現

在までにランクⅠ～Ⅱ全体で８８箇所の優先箇所に対し、７７箇所が着手済み、

２８箇所が事業完了となっている（平成 30 年度末時点）。このうち、紀伊半島

大水害による大規模土砂災害への対応として、６箇所について対策を実施して

きたところである。 

 

ランクⅠ：紀伊半島大水害関連  ６箇所（現在継続中） 

その他 ２６箇所（内１５箇所完了） 

ランクⅡ：代替性のない避難所 ４１箇所（内１３箇所完了） 

       24 時間利用 

の要配慮者利用施設 １５箇所（内１１箇所継続中） 

 

□ 対策事例（ランクⅡ：24 時間利用の要配慮者利用施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全施設：ケアハウス（軽費老人ホーム） 

                           桜井市慈恩寺 
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３．基本方針策定以降の状況の変化 

（１）近年発⽣した土砂災害の課題 

近年、平成 23 年 9 月の紀伊半島大水害以降も、平成 26 年 8 月の広島市、平

成 29 年 7 月の九州北部豪雨、更には西日本を中心に甚大な被害をもたらした平

成 30 年 7 月豪雨など、大規模な土砂災害が多発している。 

この中でも、平成 30 年 7 月豪雨では、近年最大の 2,500件を超える土砂災害

（年間平均 1,000 件程度）が発生した。特に、土砂災害警戒区域内等で人的被

害の約９割が発生するなど大きな被害が生じ、土石流により犠牲が生じた箇所

では、全壊した家屋の割合がレッド区域内では約３割に達した。また、現行技

術基準に適合しない古い石積みの砂防堰堤が決壊した事例では人的被害が生じ

ている。 

 

（主な課題） 

 人的被害の 9割は、土砂災害警戒区域等で発生し、レッド区域内では約 3割

の家屋が全壊 
 土石流による人的被害はがけ崩れより多い 

（土石流 791件：96名、がけ崩れ 1,734件：23名） 

 現行技術基準に適合しない古い砂防堰堤が決壊 

 

（２）紀伊半島大水害における土砂災害の課題 

平成 23 年 9 月の台風 12 号を起因とした紀伊半島大水害では、県南部で大規

模な斜面崩壊が多発し、道路被災による通行止めにより、17 集落が孤立したほ

か、救護活動に多大な支障が生じる事態となった。更に、避難所へ到達するま

での避難路が寸断するなどの事態も発生し、住民の避難行動の妨げになった。 

 

（主な課題） 

 土砂災害による通行止めが頻発し、救護活動等に支障 

 

（３）土砂災害対策に係る関連計画等 

 

□奈良県国土強靭化地域計画（平成 28 年 5 月） 

本県における国土強靭化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するものと

して策定された計画であり、基本方針で示される対策とは別に、次の対策の必

要性が計画で示されている。 
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・道路が長期間不通にならないように砂防・地すべり対策を着実に推進する 

・既存の砂防関係施設については、計画的に老朽化対策を推進する 

 

□奈良県緊急防災大綱（平成 31 年 4 月） 

 「平成 30 年 7 月豪雨」を踏まえて、県と市町村の防災体制等を緊急点検し、

水害・土砂災害から「命を守る行動、備え」に関する課題を洗い出し、その結

果を着実に実施するため、緊急防災大綱を取りまとめた。 

本大綱において、土砂災害特別警戒区域（レッド区域）内における「代替性

のない避難所」や「24 時間利用の要配慮者利用施設避難所」等の保全対策が位

置づけられている。 
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４．土砂災害の課題と対応 

土砂災害の課題と対応の基本的な考え方 

    

〇〇〇〇課題１課題１課題１課題１    

    レッド区域は、平成 30 年 7 月豪雨の事例が示すように、家屋が全壊する割合

が高い等、被害程度が大きい。一方で、レッド区域内に、災害時要配慮者が 24

時間利用する施設や避難所が多数存在しており、災害時の安全な避難行動に支

障が生じ、甚大な被害が懸念される。    

    

→→→→ａ．ａ．ａ．ａ．24242424 時間利用の要配慮者利用施設時間利用の要配慮者利用施設時間利用の要配慮者利用施設時間利用の要配慮者利用施設は利用者の安全な避難が困難で施設のは利用者の安全な避難が困難で施設のは利用者の安全な避難が困難で施設のは利用者の安全な避難が困難で施設の

移転もできないため、移転もできないため、移転もできないため、移転もできないため、砂防施設により砂防施設により砂防施設により砂防施設により保全保全保全保全    

→→→→ｂ．ｂ．ｂ．ｂ．避難所は移転も含めて安全を避難所は移転も含めて安全を避難所は移転も含めて安全を避難所は移転も含めて安全を確保確保確保確保。避難所の移転が困難な場合は砂防。避難所の移転が困難な場合は砂防。避難所の移転が困難な場合は砂防。避難所の移転が困難な場合は砂防

施設により保全。施設により保全。施設により保全。施設により保全。    

    

〇〇〇〇課題２課題２課題２課題２    

紀伊半島大水害時に、県南部山間地域では、緊急輸送路に指定されている国

道 168 号や国道 169 号などのアンカールートが被災したが、地形条件等により

迂回や仮設道路の整備が難しく、地域住民の避難行動や警察、自衛隊等の救護

活動の支障となった。 

→→→→「緊急輸送道路」に指定されている「緊急輸送道路」に指定されている「緊急輸送道路」に指定されている「緊急輸送道路」に指定されているアンカールート等についてアンカールート等についてアンカールート等についてアンカールート等について、道、道、道、道路事業路事業路事業路事業

と併せて砂防事業によりと併せて砂防事業によりと併せて砂防事業によりと併せて砂防事業により土砂災害から保全土砂災害から保全土砂災害から保全土砂災害から保全    

 

○○○○課題３課題３課題３課題３    

 平成 30 年７月豪雨では、現行の技術基準に適合しない古い石積砂防堰堤が土

石流により決壊し、人的被害が生じた。 

 →→→→現行技術基準に適合しない現行技術基準に適合しない現行技術基準に適合しない現行技術基準に適合しない老朽化老朽化老朽化老朽化堰堤など堰堤など堰堤など堰堤などについて、修繕や改良について、修繕や改良について、修繕や改良について、修繕や改良を実施を実施を実施を実施    

    



 

7 

 

５．整備計画 

（１）計画期間 

２０１９年から２０２３年までの５ヶ年 

 

（２）基本的な考え方 

土砂災害の課題に対して、基本方針や、奈良県緊急防災大綱、奈良県国土強

靱化地域計画等も踏まえて、レッド区域内の 24 時間利用の要配慮者利用施設や

安全が確保できない避難所等を中心に、選択と集中により、真に対策が必要な

箇所・範囲において、ソフト・ハード対策を連携させ対策を実施する。 

このため、客観的な情報として新規事業採択時の評価や進捗状況等について

積極的に公表することで「見える化」に努める。また、整備計画の策定後にお

いても事業段階における事業評価を実施し、適宜計画の見直しを行うなど、事

業マネジメントの充実を図ることにより、整備計画を着実に推進していく。 
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（３）整備箇所 

要整備箇所の新規事業化は、それぞれ以下に示すとおり優先度評価等を実施

して、優先度の高い箇所から新規事業化を検討する。新規事業化の検討では、

優先度評価と併せて、事業化した後に事業進捗が停滞することがないように、

地籍の混乱等を確認し、事業効果の早期発現が見込まれる箇所から新規事業化

を進める。 

なお、事業中の箇所で、地元の理解等が得られないため、事業の進捗を図る

ことが出来ない場合には、他の代替案等も検討をした上で、事業の休止を検討

する。 

 

① 24 時間利用の要配慮者利用施設（「４．土砂災害の課題と対応」課題１ａに

対応） 

24 時間利用の要配慮者利用施設については、レッド区域の基礎調査結果公表

の前に出来た施設を対象として、当該施設の利用者は安全な避難が困難であり、

施設の移転もできないため、最優先でハード対策による新規事業化を進める。 

 

② 避難所（「４．土砂災害の課題と対応」課題１ｂに対応） 

ソフト対策として、安全な避難所の確保に向け、防災統括室と連携し、市町

村へ、避難所移転可否の照会およびヒアリングを通して、安全な避難場所への

移転を指導していく。 

安全な避難所が確保できない場合は、ハード対策を行うものとし、災害形態

毎に設定した優先度指標による評価を行い、優先度の高い箇所から新規事業化

を検討する。災害形態毎の優先度は、人的被害が大きい土石流対策を優先する。  

その他の箇所は、次期計画期間も含めて、順次事業化を行う。 

地域防災計画に位置づけられた避難所以外にも、避難所となり得る地域交流

や活性化の拠点となる施設の保全についても検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔土石流のイメージ〕 
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③ 緊急輸送路（「４．土砂災害の課題と対応」課題２に対応） 

緊急輸送路の保全は、アンカールートを優先して実施する。 

ソフト対策は、事前通行止めにおいて、道路被災につながる深層崩壊などの

大規模土砂災害を想定した見直しを行う。さらに、被災した際の啓開活動に向

け、関係機関と協働した啓開体制を構築する。 

ハード対策は、道路管理者によるアンカールートの整備促進と並行して、砂

防事業を進め、通行の安全向上を図るものとする。 

 

④ 老朽化した砂防施設（「４．土砂災害の課題と対応」課題３に対応） 

国の点検基準に基づく施設点検による健全度評価の結果から、老朽化により

損傷の著しい施設を対象として、老朽化対策等を実施する。 

このうち、保全対象の直上流に位置し現行基準に適合しない砂防堰堤の老朽

化対策等を優先し、流木対策の設置等、機能向上も併せて検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ その他 

崩落やその兆候が見られるなど、土砂災害の危険が切迫しており、事業採択

基準を満たしている箇所は対策を実施する。 

実施に際しては、崩落やその兆候の現象を把握した段階で危険度評価を実施

  〔がけ崩れのイメージ〕 

対策前 対策後 
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し、評価の結果、切迫性が確認され、事業採択基準を満たす場合には、新規事

業化を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

〔土石流のイメージ〕 

〔がけ崩れのイメージ〕 

〔地すべりのイメージ〕 
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（４）事業の⾒える化 
近年、全国的に土砂災害等が多発することにより、県民の土砂災害に対する

関心が高まっている。このような中、「選択と集中」により、真に必要な箇所・

範囲でハード対策を推進するには、県民の理解と協力を得ることが重要である。

そのため、整備計画の推進に当たっては、新規採択時評価や事業進捗状況等を

公表するなど、客観的な情報に基づく「見える化」に努める。 

 

□事業箇所の公表 

事業箇所については、以下の情報を毎年公表する。 

・当該計画に基づく事業中箇所。 

・当該計画に基づく整備箇所の要件を満たす新規箇所候補地のうち、国の 

認可並びに予算の確保が出来た箇所。 

 

□新規採択時評価の公表 

公共事業新規事業採択時評価実施要領に基づき、全ての事業を対象として、

新規事業採択時評価を実施し、その結果を公表する。評価は、優先度や危険度

の観点を併せて、事業を推進する環境が整っているのか等の観点から実施する。 

 

□事業進捗状況の公表 

事業完了予定や事業の進捗状況について、可能な範囲で積極的にＨＰ等を用

いて公表し、毎年更新を行う。 

 

（５）継続的なマネジメント 
社会経済情勢の変化や事業環境の変化に応じて、整備計画や事業の見直しを

適切に行うことが重要である。そのため、整備計画の見直しや事業段階におけ

る事業マネジメントの充実を図る必要がある。 

 

□整備計画の見直し 

今後も、土砂災害により新たな教訓が得られた場合は、計画に反映させる必

要がある。また、本計画に基づきハード対策を進める中で、効果発現の有無等

について検証し必要に応じて計画の改善を検討する。そのため、計画策定（P）

後も、対策実施（D）、効果検証（C）、改善（A）の状況を継続的にフォローアッ

プし、PDCA サイクルを活用した取り組みにより、継続的なマネジメントを実施

する。 
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□事業マネジメントの充実 

事業中の箇所については、効率的な事業展開及び事業効果の早期発現を図る

ため、事業の進捗状況に応じて、必要性及び事業見通しに関して評価を実施し、

柔軟に計画の見直しを実施する。また、「事業の休止」などの対応をとる場合に

は、これまで対象外であった小規模な事業にも拡大して、奈良県公共事業再評

価実施要領に基づき再評価を実施する。  
６．その他の取り組み 

＜ハード対策の優先度が低い区域での取り組み＞ 

 本計画において、24 時間利用の要配慮者利用施設や避難所等を含むレッド区

域以外は、住民の的確な避難による災害回避が可能となるよう、奈良県緊急防

災大綱に基づき、防災統括室等と連携してソフト対策を中心とした取り組みを

検討する。 

 

＜総合的な土砂流出対策の取り組み＞ 

土石流等が発生した際に、下流域の人家等に被害が生じないように、砂防堰

堤等による対策を実施しているが、土石流等の発生リスクを低減させるために

も、土砂流出の発生を抑制する取り組みが求められている。そのため、土砂流

出の原因究明を進めるとともに、その対応策を検討する。 

 

＜砂防指定地等の適切な管理＞ 

 砂防指定地内の不法な盛土や切土、また砂防設備の不法占用等、違法行為が

生じると、新たな土砂災害危険箇所が増加するだけでなく、計画に基づき設置

した砂防施設の機能低下も懸念される。 

そのため、砂防指定地の監視により、このような違法行為の早期発見に努め

るほか、違反者に対しては、奈良県砂防指定地管理条例や奈良県砂防指定地管

理・違反指導マニュアルに基づき、厳正に対処し早急な是正を指導する。また、

今後、更に違反行為の現状を分析し、課題の抽出を行い、効果的な違反行為の

対応について検討する。 
 




